





















































明する O 続く IV節ではモテツレが開放経済へ拡張され， V節で結論が簡潔に要
約されるo なお，補論では仮定の緩和の可能性が簡単に論じられる O
(2) Mckenzie [22J。
(3) 例えば Vaneck[29J， Mckinnon [23J， Melvin [24J， Kemp [l9J chap. 7， 
Warne [30J， Batra [2 J chap. 7， 8.等。








よって摂取しうる熱量を石炭 1kg当り 15万 cal，石油 1e当り 20万 calとし
よう D しかし，これだけではどれを選ぶかの判断は下し難い。それぞれの
コストに関する情報を欠いているからである O そこで価格を石炭 1kg当り
1，500円，石油 1e当り 1，600円と仮定してみよう O このとき，われわれはい
ずれを選択するであろうか。恐らく l円当りの熱効率(もしくは 1cal当り
のコスト)を考えるはずである。乙の場合，
石炭;100 call円 石油;125 call円













(5) 以下はメンガー [25Jp. 112"'17における設例を現代風にアレンジし明確化した
ものである。
(6) Lancaster [20J， [21J。













く。他方，Bi= (bi (1) ，…， bJn)) I (i = 1，2，… ，m)を第i財単位投入による機
能産出ベクトノレ， x= (x1，…， xm) I を産出単位当り第 i財投入量ベクトノレと
し， bi(j)は非負値で一定と仮定しよう O したがって， B= (B1，…， Bm) と
おけば， Bxは産出単位当り Z の財投入により充足することの可能な機能産








(7) 本稿では「機能」という用語を用いるが， これはメンガーの「内的府性J(innere 
Beschaffenheit)， ランカスターの「特性J(characteristics)と同義である。

























このことを代数表現すれば，第 l~n 財を労働力，第 n 十 1~2n財 (m=2n)
を中間財として，



















間財価格，また Xo(j)， x (j)をそれぞれ第 j機能の充足に投入される産出
単位当り労働量および第 j中間財のそれとおけば，最適解は，
w/ bo(j)くわ/b(j)のとき ; xo(j) = 1/ bo(j) ，x(j) = 0 
w/bo(j) =ρ/b(j)のとき;1 =bo(j)ぉ(j)+b(j)x(j) ( 2 -3) ¥ u ，~ ， q 
xo(j) ，x(j)二三O
ω/ bo(j) >ρ/b(j)のとき ;xo(j) = 0， x(j) = 1/ b(j) 
(j=1，2，…，n) 








産関数に従い資本と労働によって生産可能とする o aL (j)， aK(j)をそれぞ




B = ( b1 (1)，_ 0   I 、、，




は賃金・レンタノレ比率 w/rだけの関数となる。以下， ν=切 /rと置く O 賃
金率で測った第 j中間財価格 P/ω は，競争条件によりその賃金率で測った
単位コスト aL(j)+aK(j)/νに等しく，また後者が νの減少関数である乙と
は周知の性質であろう O



































(3-1) l/bo(j)>aL(j)/b(j) (j=1，2，… ，n) 










財と中間財閥の連関構造は賃金・レンタ Jレ比率 νに依存することになる o
離散型での分析に伴う繁雑化を回避するため，以下では連続型で分析を進
めよう o Zを機能の種類を表わすインデックスとし (zは同時に中間財の程
類を表わす)，乙れは閉区間 (0.1)の任意の値をとりうる連続変数とす










r r T a L (Z) • . r 1 1 • i 
(3-4) Y~ I ~一一一 dz + I 一一一，dz~=L l J 0 b (z) .，. I J T bo (z) .，. J 
(3 -5) yS:烹3Ldz=K
となる o aL(z) ，aK(z)がそれぞれ賃金・レンタノレ比率νだけの関数というこ





J 0 b(z) ~ 
とおこう。 (3-1)式に注意すれば，
dA f'l 1 aaL(z).. (aL(T) 1 i dT / 
一一 =1 一一一一 一 dz+I一 一一一一一|一一一ぐ
dv J 0 b(z) θν l. b(T) bo(T)) dν ¥  
dB r T 1 oaK(z).. aK(T) dT 
一 =1 一一一一一一一::--'dz+一一一一一一一 >0
dν J  0 b(z) δν b(T) dv 
である。またらo(v)=BjAとおけば，先の結果より〆(ν)>0 を得る o 乙
乙で ψ{ν(o)}= 0 であり，また伊{ν(l)}=∞と仮定しよう O
第 2図において，その縦軸には賃金・レンタノレ比率 νが，また横軸lこは資
本・労働賦存比率 k=K/Lがそれぞれ測られている o 図の右上りの曲線は
ヂ(ν)曲線である。 (3-4)，(3-5)式から，均衡賃金・レンタノレ比率
ν*は











































































および資本レンタノレ fだけの(一次同次〉関数である D そこで，所与の財価
格に対し，これを不変に保つ賃金率と資本レンタノレの組合わせの軌跡、を表わ
(注13)






































。K(l) ./ aK(2) /' /' aK(n) 
一一一一<一一一一<……<
aL(l) αL(2) -. -. aL(n) 
forVJf->O 
f 
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さて，再び第 3図に戻ろう O この図で viableな中間財は三つであり，第








出して必要な中間財を輸入する。他方， kl<丸<ι の場合当該国は第 1第2
中間財を生産し， k2三二丸三二ιの場合第 2中間財だけを，また ι<kcくんの場
合第 2第 3中間財を，さらに ka-:;'kcの場合第 3中間財だけを生産すること




凶以下の考え方は説明の仕方が異なるとは言え基本的に ]ones口8J， Caves and 












( 4 -4) P1X(1) =C(T)y 
と定式化される口乙こで
'J' h. 
( 4 -5 ) C (T) = :E 1.主_J_
j~I b(j) 
と定義されており， C(T)は最終財単位コストの内の中間財コストを怠味し






(4 -6) 切 (T)ζω<切 (T+l)
から決まる。さらに競争条件から







(16) ただし 1>1/ b (1)とする。
90 
(4 - 8) aL(1)x(1)+aL(O)y=L 








るo もちろん αL(O)はTの減少関数である o aL(1) ，αK(l)がw，rの関数で
あるととに注意すると，以上の体係において未知数は，x (1) ， y， C (T) ， T， 
w， r， aL (0)の七個に対し方程式も(4 -4) ~ (4 -10)式の七本である
からモデソレは完結している O




たがって dTは整数)を意味するものと約束する D また記号八をもって変
化率を表わすものとすれば， ( 4 -5) ， (4 -10)式より
(4 -11) C(T)=αω 
(4 -12) aL(O) = - sw 
であるo ここで，
ωbr...dr dT w 
α=一一一・ ~ .L ，-U.1 ・一一一三0，β=一一一・一一一一一一・




と置かれている O また，定義的に aK(1)-aL(1)=んであり，乙れと最適条件
() L1aL(1) + ()K1aK(1) = 0 
から
(4 -13) 沿(1)=()Lんえ(1)= -()K;kc 





(4 -14) 入Ltx(1)+λLoy=L-(λL1aL(1) +λLoaL(O)) 
(4 -15) x(1) =K-aK(l) 
であるから， ( 4 --12) ， (4 -13)式を考慮して









4 -19) t9L1w+t9K1r=O 
を得る。そうすると， ( 4 -18) ， (4 -19)式から
(4 -20) ) 
t9 K1 .̂' t9 L1 ~\ 
w=一一一一一ーだ
σ1hc"O1hC  
であり ， ( 4 -16) ， (4 -17) ， (4 -20)式より
f 入Tn(}V. ) ^ 
( 4ー 21) k= i (λL1t9K1+t9ρ+」「L(α+β)~ kc 











(4 -23)ρlX(1) + P2x(2) -C(T)y =0 
( 4 -24) aL(1)x(1) +aL(2)x(2) +aL(O)y=L 
( 4 -25) aK(1)x(1) +αK (2) x (2) =K  
経営と経済




が成立していることに注意しよう O 以下，Tは一定であるから C(T)をCと
略記する O
さて，新たに記号を
(4 -28)イ (1)=aL(1)+ ~ aL(0)，aL'(2)=aL(2)+ t: aL(O) 
C 
と定義しよう o aL' (j) (j=1.2)は第 j中間財ー単位の生産によって直接・間
接に必要とされる労働量を意味している D そうすると (4-23)， (4 -24) 
式から
( 4 -29) aL' (l)x(1) +aL' (2) x (2) =L 
を得る D 乙こで各要素配分シェアを νLj=aL'(j)x(j) / L，入Kj = a K (j) x (j) ! 
K(j=1，2)とし，記号を
|入LIF 入Lzrlz(1)x(2) r 
|ν1= I I = ~ '~;-T'-/ naL(1)αK(2) -aL(2)aK(1)] 
|入，T.' 入ThI K.L 
I 'YKl 'YK2 I 、
aL(O) r. /~" 1 
+一万一 [ρlaK(2)-P2aK(1)] ~ 
と定義しておこう O そうすると， (4-3)式から aK(2)!aL(2):>aK(1)!
aL(1)であり，また(4 -26)， (4 -27)式を考慮して
Pl P2 ( aL(1) aL(2) i 
一一一一一一一=切|一一一一一一一 I:>0 
aK(1) aK(2) ~ l. aK(J) aK(2) ) 
であるから， Iν1:>0ということがわかる。そして(4 -25)， (4 -29)式
より








(4 -31) ι(1)x(l) +aL(2)x(2) =L1 
と定義しよう o Llは中間財生産に配分される総労働量であるo そうすると，
入Lj=αL(j)X(j)/Ll (j = 1， 2)， 1λ1=入Ll入K2一入L2入Kl>Oとおけば，kc=K/L1 
という乙とに注意して
ノヘ i ノ¥
( 4 -32) x(2) -x (1)一一~kc|λ|











k(I ) k( 2 ) k( 3 ) k( 4) h 














率 hがそれぞれ測られている。第 3図と第 4図から，長三-;"k(1)の場合，当該
国は第 l中間財に特化し，資本・労働賦存比率 hが高ければ高いほど賃金率
wもヨリ高い。したがって，乙のケースにおける両者閣の関係は図の¥¥1グ
と番号が付されている右上りの曲線部分として拍かれる O つぎに k(l)<k<
k(2)の場合を考えよう o このとき当該国は第 l第2中間財を生産し，また








国 (A国)と OBの水準にその賦存比率が与えられているそれ (B国)とを















V 結 ヨムift[1 
本稿の主要論点はつぎの二点に要約される。




































Min Pj ゐ l







aK(1) /' aK(2) αK(m) 
一十一一<一一一一<……<一一一~ forVν>0 


































る第 1および第 2機能量を b(1)， b(2)とし，これらは一定と仮定する o 他
方，労働力に関してはこれまで通りとし，労働力一単位投入により充足しう
る第 1および第 2機能量をそれぞれん(1)， bo(2)としてこれらも一定とす
るo そうすると，
切 Cxo(l)+xo(2)) + px(1)→M仇
( 1三二bo(l)xo(l) +b(1)x(1) 









P '-. b(1) I b(2) 同
(a) ←ー>ー一一一+一一ーの場合，ω bo(l) • bo (2) ぷ J
zo(1〉=-1ー，ぬ(2)=一三一 ，x(1)=O b
o
(1) ， ...0 \.~ / b
o 
(2) 
b(1) ， b(2) '-. P '- b(2) 
(b) 一一+一一一>一一>-~ーの場合，




(2) v b(l) -'， . ¥. / b(1) 





























としよう。そして，乙れを 1=q;(!t ，Jz，λ)とする O ここで/jは産出単位当
りの第 j機能投入量で，!aは一定と仮定する(単位を適当に選んで !a=1と




c1aL '/2 = c2aKだから，完全競争下の企業の問題は
(waL +raK) + (wxO+ PX)→Min 
( 1=伊(c1aL，c2aK， 1)
s. t. ~ 1三二boxo+bx
l xo，x';20 
となる O 乙乙で bo，bはそれぞれ労働力および中間財単位投入により充足可
能な第3機能量，xo， xはその投入量(産出単位当り)， w， r，pはそれぞれ
賃金率，資本レンタノレ，中間財価格である。
Vを第 1および第 2機能についての賃金率で測った総最小コスト， Mを第
3機能についてのそれと定義すれば，
17* dV av* 
V=αL*十二L ;-「 =-J量一<0
ν α ν νー
投入・産出構造の決定という観点からの中間財貿易論 101 
1 P 1 、
M=Min (b .三v ヲ-)
である D ここで(*)は最適値を意味し(混乱の恐れがない限り以下では省略
する)，また
lim V=∞ lim V=O 
U→o I→∞ 
と仮定しよう O




fρ(2) 1 1 
ρ(1) = V (1) + M in 1一一一一 一一一一}l b(1) ， bo(1) J 
r p(1) 1 1 
p(2) =V(2) +M川 一一一}l b(2) ， bo(2) J 




としても機能するが，第 2財は純粋中間財と仮定しよう o そうすると，あり
うるケースは，
(a) 第 1財は第 2財を中間財として用いない。
(b) 第 1財は第 2財を中間財として用いるが，第 2財は第 1財を中間財とし
て投入しない。
(c) 第 1財，第 2財の相方とも他財を中間財として用いる o
の三つでしかない。ケース(a)での価格式は単純に
p(1) [ω = V(1) +l/bo(1) 
だけとなる o 他方，ケース(b)でのそれは，
p(1) = V(1) + p(2)/b(1) 
p(2) =V(2) +1/bo(2) 
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であり，これから第 1財価格は






ρ(1) = V(1) + p(2) jb(1) 
ρ(2) = V(2) + p(1) jb(2) 
であるが，V(1) ，V(2)>0 !乙対して各価格が正であるための条件は b(1)b
(2)> 1であり，以下乙れを仮定するo 乙の乙との意味は第 l財をー単位生
産するために間接的に必要な第 1財がー単位よりも少ないというととである。
そうすると，このケースでの第 1財価格は
b(1)b(2) ('T7'~'. 1 T7'~' "1 
p(1) I _. 1.; ~~-:;0~-' ~ -l V(1)十一一一V(2)I I (c) b(1)b(2) -1 l.' ¥../ I b(1) . ¥."/) 
である D と乙ろで，
ν乏p(バω=--LGK(l)<0
1 (' ，~，. aK(2)、
ν-;. p(1) I .一一一 IaK(1) + -:r一一| (b) ν l. '""K ¥..../ I b(l) ) 
b(1)b(2) 1 (' ，~，. aK(2)、/
ν-~-.. p(1)1 ー ・一一一 IaK(1)十一一一 1<I (c) b(1)b(2)-1 ν l. '""K¥..../ I b(1) .)¥ 
であるから，b(1)b(2)jCb(1)b(2) -1)>1ということに注意して













ν(1 ) ν(2 ) 
比率との関係はそれぞれ(a)，(b)， (c)曲線のようになるのあろう o これまでの
仮定の下では各曲線は各々一回だけ交わる。 (a)，(b)両曲線の交点に対応する
賃金・レンタノレ比率をバ1)，(b)， (c)両曲線の交点に対応するそれをν(2)としよ
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